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３面　第 62 回 Web 学習会を開催
　　　医療福祉生協連より「第 16 回通常総会を開催」
 4 面   日本生協連より「第 76 回 通常総会を開催」
　　　ワーカーズコープ連合会より「第 3 期通常総会を開催」
５面　ろうふくエール基金レポート（岩手労福協）
６面　令和 6 年能登半島地震の「今」を見つめる

　2026 年 7 月 14 日、中央労福協は第 97 回メーデー中
央大会で販売した福島県産ブランド米「天のつぶ／里山
のつぶ」の売上金を寄付するため、大槌町林野火災が発
生した岩手県上閉伊郡大槌町を訪問し、寄付先の特定非
営利活動法人 吉里吉里国・松永 いづみ 理事長にお話を伺

いました。

　吉里吉里国は、東日本大震災の津波で大きな被害を受
けた大槌町で、2011 年 5 月に設立されました。大槌町は
元々漁業が盛んな漁師の町でしたが、津波によって漁船
や漁港が使えなくなってしまったことから、がれきを薪
にすることで被災者の方々に「やること」を作り、そこ
から「収入」へつなげることを目的に活動を始めました。
　津波によるがれきを整理した後には、津波に浸かって
しまった森の整備を進めながら薪を作り、その魅力を発
信する活動を行ってきました。また、森の整備と並行し
て木々を育てる活動も進めており、それらをイベント化
することで参加者とボランティアの方々など、様々な価
値観を持つ人たちとの交流を通じて、関わる人々の人材
育成につなげています。
　今回の林野火災が発生する前には、地元の小学校や地
域の教育支援団体と連携して、火起こしや薪割り、手作
りの窯を活用したピザづくりなどの体験プログラムを開
催したり、林業の大事な活動でもある下草刈り（苗木の
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林野火災を乗り越えて、未来へ
　　　　　　

■  被災された皆様へ
　7 月 28 日に発生した「令和 8 年熊本地震」、8 月 13 日からの「令
和 8 年 8 月千葉豪雨」、8 月下旬に石川県、富山県、福井県などで
発生した線状降水帯等による大雨被害につきまして、犠牲となられ
た方々に対し、謹んで哀悼の意を表するとともに、被害に遭われた
方々に心よりお見舞いを申し上げます。また、各災害現場において
救命救助活動、被災者支援活動にご尽力されている全ての皆様へ深
く敬意を表しますとともに、被災された皆様の安心・安全と被災地
のいち早い復旧・復興を心よりお祈り申し上げます。
　今号では、5 月上旬に取材した「令和 6 年能登半島地震」被災地
の現状（第 6 面）、7 月上旬に取材した「大槌町林野火災」被災地
の現状（第 1 面）について、それぞれ特集を取り上げています。自
然災害が立て続けに発生し、また激甚化している中、中央労福協と
して何ができるのか、今後も検討を進めてまいります。

成長を促すために、周囲の雑草・雑木を刈り払う作業）
の技術を活かして、「熊と人の共存」に向けた緩衝地帯づ
くりなど、地域の安心・安全な生活につながる活動も行っ
ていました。

地域の魅力である海と吉里吉里の森を

　　　　　　　　未来へつないでいく。

大槌町林野火災、 被災地からの声を聞く

※本記事は 2026 年 7 月に取材を行ったものです。

根元まで焼け焦げた樹木
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　【林野火災とその影響について】
　2026 年 4 月 22 日、大槌町林野火災が発生しました。
火災は 5 月 29 日の鎮火宣言まで続き、地域復興の足掛か
りとしてきた吉里吉里地区の森の多くが焼失してしまい
ました。吉里吉里国は火災の前日までに新たな苗木の植
え付けに向けた植林の準備（地拵え）を終えていましたが、
この火災によって昨年に植えた苗木も含め、すべてが焼
失してしまいました。
　火災の影響は森が燃えてしまったことに留まりません。
植林による将来の収入がなくなったことに加え活動場所
が森に近いこともあり、避難指示が発令されている間は
活動ができない状況に陥りました。鎮火後もしばらくは
火起こしやテントサウナなど、木が燃えることを想起さ
せる体験活動は自粛せざるをえない期間が続き、火災は
子どもたちからこうした貴重な体験の機会を奪いました。
今回の火災では、幸いにも人命の被害は無く、住宅への
被害もほぼ発生しなかったそうです。

　【林野火災とその影響について】
　2026 年 4 月 22 日、大槌町林野火災が発生しました。
火災は 5 月 29 日の鎮火宣言まで続き、地域復興の足掛か
りとしてきた吉里吉里地区の森の多くが焼失してしまい
ました。吉里吉里国は火災の前日までに新たな苗木の植
え付けに向けた植林の準備（地拵え）を終えていましたが、
この火災によって昨年に植えた苗木も含め、すべてが焼
失してしまいました。

震災後に築かれた巨大な堤防 割られた薪の束 活動インフォメーション

焼失して黒くなっている山肌

　【活動のやりがい・モチベーション】
　松永さんは、計り知れない大きなエネルギーを持つ自
然に密接した活動にやりがいを感じているそうです。吉
里吉里国で触れる自然そのものがこの地域の魅力である
とともに、体験した子どもたちがいつか思い返してくれ
た時にも新たな魅力を感じてもらえる、未来につながる
森を作っていることがモチベーションになっているとの
ことでした。

　【今後の抱負と労福協へのメッセージ】
　この地域で起きている課題は、自然との共生にまつわ
ることが多く、他の地域でも起こっていることだと感じ
るので、「私たちはこんな活動をしているよ」とアドバイ
スができる活動を続けていきたいと思っています。
　労福協にはこの地域のありのままを発信し、この地域
が今後どうなっていくのか、関心を持って見続けていた
だきたいです。大船渡や今回の大槌町の災害は、他の地
域で同様のケースが発生した場合にも参考になると思う
ので、現状を伝え続けてください。吉里吉里国の活動も
今後変わっていくかもしれませんが、いただいた支援金
を活用し活動を続けていきます。大槌町は森も海もある
自然豊かな地域です。何かの折に思い返していただき、
全国の皆さんに訪問してもらいたいと思っています。

佐保事務局長から支援金をお渡ししました！

　吉里吉里国 Web サイトは
　　　　　　　　こちらから▶
　＊https://kirikirikoku.org/
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　7 月 23 日、中央労福協は第 62 回 Web 学習会を開催し、
110 名が参加しました。今回は、LGBT 法連合会 代表理事 
神谷悠一さんが、「職場における SOGI ハラ対策と法改正
などの動向について」をテーマに講演しました。
　はじめに、性的指向・性自認（SOGI）は性的マイノリティ
だけの問題ではなく、多数派も含むすべての人に関わる課
題だと説明がありました。厚生労働省の調査によると、回
答者の約 8% が LGBT など性的マイノリティに該当してい
る（「職場におけるダイバーシティ推進事業報告書」）一方、
職場でカミングアウトしている人は 2 割程度（「就労する
性的マイノリティ調査結果報告書」）と、当事者の多くが
周囲に知られないよう隠している現状が示されました。
　次に、今年 10 月に施行される改正労働施策総合推進法
により、カスタマーハラスメント対策が事業主の義務とな
ることや、カスハラ防止指針において SOGI に関する侮辱
的な言動などが具体例として示されたことなどが紹介され
ました。また、パワーハラスメント指針も拡充され、本人
の同意なく第三者に性的指向・性自認を暴露する「アウティ
ング」に加え、カミングアウトの強要や逆に禁止すること
も新たにハラスメントに含まれた点が強調されました。
　神谷さんは、上司が善意で部下の性的指向を社内へ伝え

てしまった事例や本人の同意なく面談に別の上司を同席さ
せた事例を挙げ、「ハラスメントに意図は関係なく善意で
あっても被害は生じる」と指摘しました。そのうえで相談
を受けた際は動揺せずに受け止め、誰にどこまで伝えてよ
いか必ず本人へ確認することが欠かせないと述べました。
　また、同性パートナーを事実婚に含めるとした法令解釈
の変更が 33 に及んでいることにも触れ、職場の福利厚生
や窓口対応の点検も必要だと訴えました。改正労働施策総
合推進法の 10 月の施行に向け、就業規則の見直しや相談
体制の整備に取り組むよう呼びかけ、講演を終えました。

「職場におけるSOGI ハラ対策と法改正などの動向について」
第62回Web学習会

第 16回通常総会を開催
医療福祉生協連より

　医療福祉生協連は 6 月 10 日、東京都内で第 16 回通常
総会を開催しました。
　総会には全国の会員生協から代議員等が参加し、「全国
の医療福祉生協 2025 年度活動のふりかえりと 2026 年度
重点課題承認の件」「2025 年度事業報告書及び決算関係書
類承認の件」「第 6 次 3 か年事業計画承認の件」「2026 年
度事業計画及び予算決定の件」などを審議し、あわせて役
員補充選任の件、役員慰労金支給決定の件、役員報酬決定
の件に関する議案を可決承認しました。
　2025 年度は、組合員参加の危機と経営・事業継続の危
機という「二つの危機」に向き合いながら、健康になれる
まちづくり、持続可能な経営づくり、ともに学ぶ人づくり、
平和で公正な社会づくりを重点に活動をすすめました。ま
た、2025 国際協同組合年（IYC2025）のとりくみを通じて、
協同組合間協同や地域との連携を広げました。
　2026 年度は、第 6 次 3 か年事業計画の初年度として、「会
員生協の期待とニーズに応える事業を展開する」ことを基
本に、会員生協の事業運営・経営改善への支援機能強化、
教育・研修や情報発信の充実、2030 年ビジョン「誰もが

健康で居心地よくくらせるまちづくりへの挑戦」の推進、
協同組合間協同や政策要請活動の強化、国際交流と平和活
動の推進に取り組みます。
　また、新版『未来をつくる健康づくり～「医療福祉生協
の健康習慣」』の普及や、「協同組合の価値と医療福祉生協」
通信教育コースの開講などを通じて、医療福祉生協の価値
と実践を広げるとともに、会員生協の事業と運動の発展を
支援していきます。
　医療福祉生協連は今後も、全国の会員生協とともに「地
域にあり続ける医療福祉生協の事業と運動をともに創る」
ことをめざし、健康で安心してくらし続けられる地域づく
りに取り組みます。
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第 76 回 通常総会を開催

日本生協連より

　日本生協連は、6 月 19 日、第 76 回通常総会を開催しま
した。656 名が出席し、2025 年度事業報告・決算、2026
年度事業計画・予算などの 5 議案全てが可決されました。
　開会あいさつで新井 ちとせ 代表理事会長は、2030 年ビ
ジョン第 3 期中期方針について、全国の生協の実践や課題
認識を踏まえ議論を重ねてきた経過を振り返り、そのプロ
セスの重要性を強調しました。また、不安定な国際情勢や
原材料・エネルギー供給の不安、物価高、少子高齢化、気
候変動や災害リスクなど、くらしを取り巻く環境の厳しさ
に言及し、こうした中でこそ全国の生協が連帯し、地域社
会における役割を果たしていく必要性を述べました。
　あわせて、能登半島地震からの復興支援に今後も取り組
んでいくこと、社会的セーフティネットのはざまで深刻化
する貧困や孤立の問題に対し、協同組合間連携による新た
な取り組み「協同組合による若者・こどものための大きな
応援団」の立ち上げにより、誰一人取り残さない地域社会
づくりを全国の生協および協同組合の仲間とともに進めて
いく決意を表明しました。

　議案提案後の全体討論では、核兵器廃絶と被爆の継承に
向けた活動、組合員と職員が活き活きと輝き続ける「店舗
事業」と「人財育成」へのチャレンジ、子育て層との接点
を大切にしたサロンやイベントの開催、能登半島地震復興
支援に関する全国生協への感謝、などについて報告があり
ました。

第 3 期通常総会を開催
ワーカーズコープ連合会より

　2026 年 6 月 27 日、ワーカーズコープ連合会は第 3 期
通常総会を開催しました。総会にはオンラインを含めて
127 名が出席。開会に際して古村 伸宏 理事長が「今日の
総会では、協同労働運動が新しい局面に入ろうとしている
ことをみなさんと確認し、これからの確かな一歩を踏み出
す機会にしたい」と挨拶しました。続いて協同労働推進議
員連盟共同代表の田村憲久衆議院議員の祝辞が紹介され、
厚生労働省労働者協同組合業務室の池田陽平室長が来賓挨
拶。国際協同組合同盟（ICA）のアリエル・グアルコ 会長
のビデオ・メッセージも披露されました。
　中野 理 専務理事補佐が 25 年度活動総括と 26 年度活動
方針を提起。「全国で 190 近い労協が設立され、私たち連
合会に加盟する労協も 30 に達した。全国ネットワークと
地域での多彩な連携を重層的に組み合わせながら、会員労
協のニーズや、より広範な社会的期待に応えていきたい。
世界の労協を代表して ICA の理事も輩出している。日々
の協同労働の実践から民主主義を生み出し、混乱する世界

情勢にもコミットしていく気概を持って共に取り組んでい
こう」と呼びかけました。
　全ての議案は全会一致で採択されました。最後に馬場 
義竜 副理事長が「来年以降はもっと、みんなで作り上げ
る総会にしたい」と述べ、締めくくりました。
　なお、毎年恒例の「ワーカーズ・フェスティバル」は台
風による荒天のため中止されました。
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助成先からの取り組みレポート
岩手労福協　レッドカーペット ・ プロジェクト支援事業

　　　　　 　　　（東日本大震災津波被災地の復興 ・ 就労支援事業）
【事業活動内容】
　岩手県沿岸地域は、東日本大震災の津波により被災した
地域です。岩手県陸前高田市と大船渡市の市花である「薮
椿」を軸として、陸前高田市と連携協定を締結し、被災土
地で未活用の１万坪を借り受け、椿の植樹活動を行ってい
ます。被災した土地を美しい景観にし、そこから産業を創
出して、雇用へとつなげています。被災した土地に椿を植
えていずれは緑地化、産業化、そして地域の子どもたちへ
の椿学習へとつなげ椿の花でうまるレッドカーペットを育
てる取り組みです。

【雇用の創出と就労支援】
　植樹された椿から、椿茶などの商品を開発・製造して
います。その製造工程において、2024 年 5月現在で岩手・
宮城沿岸地域の障がい者施設 15 カ所と連携、障がい者、
高齢者、ひきこもり、育児や介護で時間的な制約がある
人々など日々 100 名以上の体制を作り上げており、多様
な人々の雇用創出や就労支援を行っています。
【助成金の利用方法】
　椿苗の購入、黒土や遮光ネット・ポールの購入、メン
テナンスするための肥料等の購入に活用します。

【RCPからの声】
　岩手労福協さんは 2021 年から支援金および植樹へのボラン
ティア活動をしていただき感謝しております。参加者には必
ずお子様も連れて来ていただいて楽しく和気あいあいと植樹
作業を行い、昨年度からはガード（プラスチックカバー）も使っ
てお子様たち、親たち、参加者全員が日付や絵を描いたり、
お子様を入れたりと本当に素晴らしいお時間を作らせていた
だいております。
　また、地元数社の企業が椿茶や椿林檎ジュースなどの椿商
品を製造しており、その原料となる椿葉生産には B 型の就労
支援施設さんが行っていますが、集中した採取場所が少なく、
採取に出かけるのはあちこちと分散されて苦労されています。
この植樹された椿が育てば、集中した場所で採取が可能とな

り、生産活動が楽になります。そしてさらに就労支援「誰一
人取り残さない SDGs」をこの地に増やしていけると期待して
おります。

♥くわしくは「ろうふくエール基金特設ウェブサイト」をご覧ください！
　▼ https://www.rofuku.net/rofukuyell/　 Access ！⇒

▲伊藤会長から髙橋代表へ目録の贈呈をする様子

▲植樹の様子

ボランティアによる植樹作業を 5 月 16 日に実施し、 25 名が参加しました !
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令和 6 年能登半島地震の

　　　　　  　「今」 を見つめる

輪島市
がけ崩れの跡が今も残り、引き続き復旧作業も行われています。

　2024 年１月１日 16 時 10 分、石川県能登地方を震源と
して発生したマグニチュード 7.6、最大震度 7 の「令和６
年能登半島地震」。そして地域住民一丸となって復興を進
めていた矢先の 9 月 21 日から 23 日にかけて発生し 24
時間降雨量 412.0mm を観測した「令和 6 年 9 月能登半
島豪雨」。奥能登と呼ばれる輪島市と珠洲市では活断層に
よって引き起こされた大地震とその約 8 ヶ月後に見舞わ
れた記録的豪雨災害が重なり複合災害となりました。
　中央労福協は地震発生の約半年後である 2024 年 7 月 1
日に、能登の状況をより詳細に知るため現地入りしまし
た。あれから約 2 年後の 2026 年 5 月 11 日、能登の「今」
を知るために改めて現地へ赴き取材を行いました。能登
半島はその名の通り、突出した地形から発災時には孤立
をしやすい地域です。地域には、代々受け継がれてきた
であろう住民同士の密なコミュニティが根付いていまし
たが、能登半島地震・豪雨避難者の市外および県外避難
をきっかけに、近年続く人口減少などの要因が絡み合い、
人と人との関係性が希薄になっている地域課題に直面し
ています。
　今回は、公益社団法人 ピースボート災害支援センター

（以降、PBV）の辛嶋 友香里さん（国内災害事業／現地コー
ディネーター）にお話を伺いました。PBV は地震発生直
後から現地入りし、炊き出しや物資支援を行う団体、企業、
行政などと連携を行いながら地域住民の方々の避難生活
やコミュニティづくりの支援を行っています。また、辛
嶋さんは、中央労福協が取り組む「くらし × 福祉みらい
プロジェクト」の第一弾、「あるべき被災者支援戦略の策

定研究会」の委員でもあります。このプロジェクトは、こ
くみん共済 coop から受託した事業で、2026 年から活動
をスタートしています。

　PBV は「人こそが人を支援できる」として、現地常駐・
伴走型の支援を行っています。ここ能登の支援は、東日本
大震災時に次いで長期的な支援を続けているそうです。　
　地震発生後は行政などの関係各所と連携しつつ地域住民
ともコミュニケーションをとり、支援活動を続けてきまし
た。そうして全員が一丸となり、「復興に向けて頑張ろう！」
と前向きに進んでいた矢先、各地域での土砂崩れや仮設住
宅の浸水などといった甚大な被害をもたらした「令和 6
年 9 月能登半島豪雨」が発生、地域住民の気持ちにも大
きな影を落としました。それでも前へ進み、「能登に残る
と決めた人が後悔しないような支援を続け、そして思い入
れのある自宅から避難を余儀なくされた人々の戻りたいと
いう気持ちも大切にする」ことを胸に、辛嶋さんをはじめ
PBV のコーディネーターの皆さんは支援を日々継続して
います。

PBVの活動について説明を行う辛嶋さん

※本記事は 2026 年 5月に取材を行ったものです。

発災より 2年経過した「今」、
地域からの声を聞き、想いを知る。
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　PBV が行う支援は緊急支援（食糧・炊き出し支援）や
避難所運営のサポート、生活再建支援として家電等の物資
支援のほか、特徴的なものにコミュニティ支援があります。
常設型・移動型・地区集会所への備品支援をしており、「と
にかく人と人とが会える場所」をつくることによって地域
の人々が横のつながりを持ち、コミュニティが醸成される
ようサポートを行っています。常設型は新たに設置したコ
ンテナハウスやもともと地域にあった集会所を活用、移動
型は孤立リスクの高い地域やアクセス困難地域を対象に青
空の下でサロンを開設、備品支援はコミュニティごとに
ニーズをヒアリングして人々が集う場となるように机・椅
子や空調機器などを支援し、各地域の特性に見合ったコ
ミュニティ支援を進めています。

　当初は、地域によっては仮設住宅内に集会所が設置され
ており在宅避難者が来訪しづらく、サロンの存在がなかな
か認知されないといった課題もありました。しかしながら、
PBV が地域住民の自宅を一軒一軒まわって対話をしたり、
時には関係を結んだ自治会長さんから地域に向けた宣伝を
してもらったり、地道なチラシポスティングによって、サ
ロンの参加者は地域・プログラムにより最大 40 名ほどと
増えていっているそうです。
　このチラシポスティングは住民の方々の様子を見守るこ
とや被災現場を確認する一環にもなっており、フィールド
ワーク中すれ違いざまにもお互いに挨拶や近況報告をして
いました。PBV が地域住民の皆さんとこのように密なコ
ミュニケーションを取ることができるのは、これまで地域

FOOBOUR（フーバー）
形態としてはキッチンカーです。平常時は「困窮するひと
り親家庭の子どもたち」への支援、災害時は「被災された
方々」への支援を行っています。

交流拠点「まちのの間」
年齢性別問わず人々が訪れる交流スペース
仮設団地内に設置されています。

「いつも」寄り添い、「もしも」の時は助けになる。

（画像左）
フィールドワーク中
辛嶋さんより説明を
受ける佐保事務局長

に根差した活動を続けてきたからこそでしょう。
　間を空けぬ複合災害、そして長期的な避難生活による
心身の疲弊によって引きこもり状態となる避難者が増加
した結果、ここ能登では予期せぬ自死も見受けられ、こ
れらは災害関連死としてカウントされています。特に現
役世代の男性にそのようなケースが顕著に表れていると
のことでした。電気・水道といったライフラインの復旧
が未だなされていない地域や、通行止めとなっている道
路も一部あり、仮設住宅から生まれ育った家へ戻りたく
とも戻れない・敢えて戻らない選択をする住民は少なく
ありません。その結果、孤独を抱えてしまう方も存在し、
「生まれ育った地域に戻ることが、本当に幸せなのか」と
葛藤することもあるそうです。
　人と人とのつながりがなくなり、会話すら生まれない
状況は、肉体的にも精神的にも孤独を感じてしまいます。
常に誰かの笑い声が聞こえるあたたかい居場所をつくる
PBV のコミュニティ支援は、その地域へ住まう人々の気
持ちや事情を考え、細やかに寄り添った形で行われてい
ました。コミュニティ再生・醸成の支援を地域の自治形
成へとつなげ、PBV が現場を離れたとしても地域が自走
できる姿を目標に、PBV はコミュニティ支援に取り組ん
でいます。

珠洲市（国道 249 号）
土砂が流れ出さないようブルーシートで
一部が覆われています。
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